
 
 

UHY東京監査法人に対する検査結果に基づく勧告について 
 
 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 
公認会計士・監査審査会 

 
公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）は、公認会計士法第 49条の３第２項

の規定に基づき、UHY東京監査法人（法人番号 9010405001708、以下「当監査法人」という。）
を検査した結果、下記のとおり、当監査法人の運営が著しく不当なものと認められたので、
本日、金融庁長官に対して、同法第 41 条の２の規定に基づき、当監査法人に対して行政処
分その他の措置を講ずるよう勧告した。 

 

記 
 
当監査法人を検査した結果、以下のとおり、当監査法人の運営は、著しく不当なものと認

められる。 
 
１．業務管理態勢 

当監査法人は、法人が果たすべき役割として、「質の高いサービスにこだわり、監査の
社会的責任を遂行すること」を掲げている。また、法人代表者は、被監査会社において不
正による重要な虚偽表示が生じることを絶対に許さないという意識の下、被監査会社の経
営者との深度あるコミュニケーションを実施することが重要であると考えている。 
しかしながら、法人代表者は、法人運営について、法人代表者と審査担当責任者の代表

社員２名及び品質管理責任者で重要な審議事項等を検討すれば、他の社員との間で明示的
に当該審議事項等の情報を共有する必要はないと考えており、各社員が協働して監査品質
の維持・向上を図るという組織風土の醸成に努めておらず、組織的監査が実施できる態勢
を構築していない。 
また、法人代表者は、業容が急速に拡大する中、業務執行社員における十分な監査業務

時間の確保が困難になっている状況や、監査補助者全体のスキルの底上げが必要となって
いる状況において、監査事務所に求められる品質管理の水準を十分に理解していないほか、
品質管理態勢を迅速に改善する必要性を認識していない。その結果、品質管理責任者に対
して、十分かつ適切な監査業務を実施するための環境整備を具体的に指示していない。 
 
こうしたことから、下記２．に記載するとおり、品質管理レビュー等での指摘事項に係

る改善状況が不十分で同種の不備が繰り返されていること、監査業務に係る審査が適切に
実施されていないことなど、品質管理態勢において、重要な不備を含めて広範かつ多数の
不備が認められている。 
また、下記３．に記載するとおり、今回の審査会検査で検証対象とした全ての個別監査

業務において、業務執行社員及び監査補助者に監査の基準に対する理解が不足している状
況及び職業的懐疑心が不足している状況が確認され、それらに起因する重要な不備を含め
て広範かつ多数の不備が認められている。 
 

２．品質管理態勢 
（品質管理レビュー等での指摘事項の改善状況） 

当監査法人は、品質管理レビュー等での指摘事項に対し、根本原因分析を行い、これを

踏まえた改善措置の策定を行ったとしている。 
しかしながら、今回の審査会検査では、個別監査業務において、当該品質管理レビュー

等で指摘された企業及び企業環境の理解、会計上の見積りの監査等に係る事項と同種の不



 
 

備が複数検出されるなど、当監査法人における当該品質管理レビュー等での指摘事項に対

する改善は、不十分なものとなっている。 
 
（監査業務に係る審査） 

当監査法人は、「審査委員会規程」において、当監査法人の審査業務は、審査対象業務
についての十分な知識と経験を有し、かつ、当該対象業務に直接関与しない社員によって
実施することを定めている。 
しかしながら、審査の担当者は、監査チームが実施した、企業及び企業環境の理解、会

計上の見積りに係る監査、継続企業の前提の検討に係る監査手続に関し、監査チームとの
討議や関連する監査調書の査閲を十分に実施することなく、監査チームによる重要な判断
及びその結論に問題がないものとして審査を完了させている。 
このため、審査の担当者は、今回の審査会検査が検証対象とした個別監査業務において

認められた重要な不備を含む多数の不備を指摘できていない。 
 

このほか、「内部規程の整備及び運用」、「法令等遵守態勢」、「職業倫理」、「監査補助者
に対する指示・監督及び監査調書の査閲」、「品質管理のシステムの監視」などに不備が認
められる。 

 
このように、当監査法人の品質管理態勢については、品質管理レビュー等での指摘事項

の改善状況、及び監査業務に係る審査において重要な不備が認められるほか、広範かつ多
数の不備が認められており、著しく不適切かつ不十分である。 

 
３．個別監査業務 

業務執行社員及び監査補助者は、被監査会社及び被監査会社を取り巻く環境に関する変

化が生じているにもかかわらず、リスク評価やリスク対応手続を毎期見直すという意識が
不足している。 
また、業務執行社員及び監査補助者は、不正リスクの評価・対応、会計上の見積りの監

査、継続企業の前提の検討等について、現行の監査の基準が求める手続の水準を理解して
いないほか、職業的懐疑心が不足している。 
くわえて、業務執行社員は、法人全体の監査業務を少人数で分担しており、各々が担当

する個別監査業務に割ける時間が限定的であることから、監査補助者が実施した監査手続
が適切かどうかを十分に検討できていないなど、監査補助者の実施する監査手続に対する
十分かつ適切な指示・監督及び監査調書の深度ある査閲を行う意識が不足している。 
これらのことから、重要な構成単位の企業環境の理解が不十分、固定資産の減損、関係

会社株式の評価及び関係会社貸付金の評価に係る会計上の見積りに関する監査手続が不

適切かつ不十分、継続企業の前提の検討が不十分といった重要な不備が認められる。 
 

上記のほか、重要性の基準値の検討、収益認識における不正リスクへの対応の検討、仕
訳テストの検討、債権の評価に係る会計上の見積りに関する検討、企業作成情報の信頼性
の検討、注記の検討、内部統制の評価範囲の検討、グループ監査における監査証拠の十分
性及び適切性の検討、関連当事者取引の検討、初年度監査における期首残高の検討及び監
査上の主要な検討事項の監査報告書への記載の検討が不十分、さらに、売上高等に係る実
証手続、内部統制の運用評価手続、内部統制の不備の評価、情報システムに係る全般統制
の評価及び未修正の虚偽表示の評価が不十分など、広範かつ多数の不備が認められる。 

 
このように、検証した個別監査業務において、重要な不備を含めて広範かつ多数の不備

が認められており、当監査法人の個別監査業務の実施は著しく不適切かつ不十分なものと
なっている。 



 
 

 

 
 

お問い合わせ先 

公認会計士・監査審査会事務局 

審査検査課 

（代表） 03-3506-6000（内線 2485） 


